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プラントやビルに計測制御設備を設置
最先端技術で施設の安全・安心・快適化を実現

32　計
け い そ う

装工事業

関連する免許・資格など

約3万人の公的資格保有者
　｢計装士｣という公的資格があり
ます。合格者数の累計は2015
年度までに1級1万8,027人、2 
級1万3,508人、合計3万1,535
人です。計装士の試験は年1回行
われています。

関係団体
（一社）日本計装工業会
http://www.keiso.or.jp/　TEL 03-3580-8921

仕事の紹介

�y 各種発電所、石油精製プラント、自動車
組み立て工場などが、少人数で安全に効率
よく動くのは、計測制御設備が人の作業を
助けているからです。近代的なビルで人が
快適に過ごせるのも計測制御設備があるか
らです。
　計測制御設備とは、各種のセンサー・制
御装置・コンピュータなどを組み合わせ、情
報通信技術によってシステムとして動くように
設計された設備です。
　計測制御設備を設置する工事を計装工事
と呼びます。電気工事や配管工事、情報通
信工事の基礎技術や基礎技能が要求される
とともに、各種のプラントやビルなどの機能を
有効に働かせるための最先端の計測制御機

器類に対する知識と、それらを効率的に設
計する高度な技術が求められます。

はたらく人たち

　計測制御設備は、あらゆる情報を「可視
化」することが可能であり、効率的に安全・
安心・快適化を実現することが使命です。
入社後に、コンピュータやパソコンを使って計
測制御の専門教育を受け、4 ～ 5年ほどの
実務経験の後に計装士の資格を取得する人
が多く、最近は女性計装士も多く誕生してい
ます。
　女性計装士は、CADによる設計業務に多
く携わっていますが、計装工事の現場でも活
躍しています。また、計装士は世界的にも高
い信頼性と評価を得ており、海外でも活躍し
ています。

■1・2級計装士
　（一社）日本計装工業会　TEL 03-3580-8921

�$�"�%�t�‘�”
ƒ�-
é� 



54

関連する免許・資格など

不要な構造物を取り壊して土地の価値を高める
資源循環型社会を担う仕事

33　解
か い た い

体工事業

2014年の建設業法改正で確立
　解体工事は今後20 ～30年程
度は増えると見込まれています。
副産物の再資源化、廃棄物の適
正処理、石綿など有害物の適正
処分、さらには大規模災害対策と
いった問題にも取り組まなければ
なりません。
　今や時代の要求に応える解体
工事が必要不可欠となりました。
2014年には建設業法が改正さ
れ、解体工事業が新たな専門工
事業として確立されました。解体
工事業界でも「解体工事施工技
士」という資格制度を設けて、解
体工事従事者の施工管理能力な
どのレベルアップを図っています。
　近代的な解体工事業界を確立
し、社会の発展に寄与する若者が
増加することを期待しています。

関係団体
（公社）全国解体工事業団体連合会
 http://www.zenkaikouren.or.jp　TEL 03-3555-2196

仕事の紹介

　解体工事業は、住宅、ビル、煙突、橋
梁などを取り壊す仕事です。不要となった建
物などを取り除き、土地の価値を高めます。
　解体工事から発生する木材、コンクリート、
アスファルト・コンクリートなどの副産物は、大
切な資源として再使用や再利用します。解
体工事業は、資源循環型社会の構築を担
う資源循環工事業でもあります。
　以前は専用の工具を使用して人力で解体
する工法が主流でしたが、現在の主流は、
手作業に加えて解体用アタッチメントを装着
した重機を使用する機械・手作業併用工法
です。油圧ショベルをベースにした重機に

「つかみ機」「鉄骨カッター」「ブレーカー」など

を装着して効率よく解体します。
　最近の高層・超高層ビルの解体工事では、
だるま落としのような特殊な工法もあります
が、上層階から主に手作業で分解してクレー
ンなどで吊り降ろす工法が主流です。

はたらく人たち

　施工管理をする人と現場作業に従事する
人に分けられます。施工管理は、作業・工程・
原価・安全・環境保全など多岐にわたる項
目を管理するので、高い管理能力が要求さ
れ、様々な資格取得も求められます。現場
作業では体力が必要ですが、重機の操縦
や建設副産物の運搬などがあるため、やはり
運転免許をはじめ様々な資格が必要です。
環境意識が高く創意工夫が得意な人に向い

■解体工事施工技士
　（公社）全国解体工事業団体連合会
　TEL 03-3555-2196
■1･2級土木施工管理技士（2級学科　  ）
　（一財）全国建設研修センター　TEL 042-300-6860
■1･2級建築施工管理技士（2級学科　  ）
　（一財）建設業振興基金　TEL 03-5473-1581
■技術士（建設部門、総合技術監理部門）
　（公社）日本技術士会　TEL 03-3459-1331
■車両系建設機械（解体用）運転技能講習
■ガス溶接作業技能講習
■高所作業車運転技能講習
■玉掛け技能講習
　各都道府県の労働局の登録教育機関　

ている職種と言えるでしょう。

若

若

若 高校等在学中に取得可能な資格
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地球のすべてを
測定する仕事

35　測量業

　測量の仕事には、道路や構造物などをつくるのに先立って、それら
の平面的な位置や高さなどを把握する「土木測量」、地図を作成する
目的で飛行機などから地形を把握する「地図測量」、土地登記のため
に土地の形状や面積などを把握する「地積測量」があります。
　測量は地上から行うだけではありません。空から、宇宙からもあらゆ
る地形を計測し、地図データや画像を提供します。最近は測量機器
の進化がめざましく、一台で距離と角度を測れるトータルステーションや、
測位衛星からの電波を受信して座標を計測するGPS（全地球測位シ
ステム）などが、ごく一般的に用いられています。地図を作成する際の
航空測量では、航空機に搭載したレーザー距離計を使い、夜間や悪
天候時でも地形を把握することができます。
　こうして得られた測量のデータは、地図の作成にとどまらず、災害
時の被害状況把握や、早期の復旧 ･ 復興にも大いに役立っています。
地震や豪雨災害などの被災地における緊急空中写真撮影や、航空
レーザー計測といったものが代表的な例です。さらに、災害で変位し
た可能性のある基準点位置座標を再計測したり、災害査定調査を実
施したりもします。
　現在、多くの測量データはデジタル化されています。現場でデータ
を取得すれば終わりではなく、データを利用しやすい形に加工すること
が必要になります。データ解析やソフトに関する知識が求められる仕事
です。
　「防災、減災、地球環境の維持に対応する」、「社会インフラの整
備や維持管理に貢献する」、「地理空間情報で新しい社会システムを
つくる」。こうした点が測量業の魅力と言えるでしょう。

関係団体
（一社）全国測量設計業協会連合会　http://www.zensokuren.or.jp/　TEL 03-3235-7271

関連する免許・資格など

■測量士・測量士補   　
 　国土地理院 総務部　TEL 029-864-8214

若

若 高校等在学中に取得可能な資格

安全かつ快適な
交通環境の実現

34　道路標識 ・ 標示業

　街を歩けば道路・歩道があり、必然的に道路標識および白線等の
路面標示が目に入ってきます。もし「無かったら・見えづらかったら」どう
なるでしょうか。皆さんに交通ルールを知らせる安全安心の標（しるべ）
として大きな役割を果たしています。
　道路標識や路面標示には案内・警戒・規制・指示を示すものがあ
ります。人や車が安全かつ快適に通行できるように道路標識の設置、
路面標示の塗装（白・黄線等）、防護柵の設計・整備及びそれぞれ
の維持管理（点検・更新・補修・建替え・塗替え）をする仕事です。「見
やすく」するために夜間、雨天等における視認性の検証や技術・材料
に関する調査研究を重ねています。これらの研究は標識については大
型化、可変化、高輝度化、高度化（ＩＴの導入）、標示については高
輝度化、カラー化、環境保護に適した資材の導入等の技術向上に活
かされています。
　交通事故の抑止、さらなる安全対策のひとつとして、地域・関係機
関等と連携した「子どもを守ろうプロジェクト」を社会貢献事業として各
地で実施している他「通学路・スクールゾーンでの安全対策」のガイド
ラインを整備して事例提案もしています。
　近年、モビリティ社会を迎え、車の自動運転走行が進んできており、
特に路面標示の重要性が増すことと、大量の標識・標示の老朽化の
対策・更新もあり、安全確保になくてなはらない将来性のある事業のひ
とつです。

関連する免許・資格など

■路面標示施工技能士
　・溶融ペイントハンドマーカー工事作業
　・加熱ペイントマシンマーカー工事作業
　中央職業能力開発協会　TEL 03-6758-2859
■道路標識設置・診断士
■登録標識・路面標示基幹技能者
　（一社）全国道路標識・標示業協会　TEL 03-3262-0836

関係団体
（一社）全国道路標識・標示業協会　http://www.zenhyokyo.or.jp/ 　TEL 03-3262-0836
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施工以外のすべての
分野で技術力を発揮

37　建設コンサルタント

　｢経営コンサルタント｣が企業経営の相談役となるように、建設コンサ
ルタントは社会資本整備において、事業主のパートナーやアドバイザー
となります。公共事業をはじめとした社会資本整備は企画、調査、計画、
設計、施工、管理・運営という段階を経て行われます。建設コンサル
タントはこれらのうち、施工を除くすべての段階で、国や自治体、公益
事業主などを技術的に支援しています。
　建設コンサルタントの仕事はこれまで、国や自治体などから受託して、
土木構造物に関する調査や設計を行うことが主体でした。しかし、最
近は守備範囲が広がっています。近年の社会資本整備は、道路や
橋梁に代表される施設整備だけでなく、環境問題、公共福祉問題、
地域の歴史や文化の保全・活用などにも広がっており、「建設」という
枠を超えて「自然も含めた生活に関わる環境全般の整備」へと変化し
ています。
　例えば、単にインフラを整備するだけでなく、環境や福祉を織り込ん
だまちづくりを提案することも増えています。また、施設の管理者から
の委託を受けて、包括業務委託や指定管理者制度の活用などで、
施設の維持管理や運営を主体的に担うという仕事も出てきています。
このように、建設コンサルタントと行政・住民との関わり方は、従来と異なっ
てきているのです。
　社会のニーズの変化に対応し、広い見識を持ち、人々の生活環境
の向上を最優先し、最適な社会資本のあり方とその整備について、
包括的に提案する仕事です。

関係団体
（一社）建設コンサルタンツ協会　http://www.jcca.or.jp/　TEL 03-3239-7992

関連する免許・資格など

■RCCM資格制度（シビルコンサルティングマネージャー）
　（一社）建設コンサルタンツ協会RCCM資格制度事務局　TEL 03-3221-8855

見えない地下の
様子を明らかに

36　地質調査業

　地質、土質、基礎地盤、地下水など、地下の目に見えない部分に
ついて、その「形」「質」「量」を明らかにし、得られた結果を社会に提
供する仕事です。
　地質調査は、様 な々場面で用いられています。その一つが防災事
業です。
　日本は国土が山がちで、脆弱な地質・地形の箇所があちこちにあり
ます。しかも、降水量が多いことから、毎年のように大規模な土砂災
害が全国各地で発生しています。地質を調査することでこうした場所
での災害の発生を事前に予測し、適切な防災施設をつくることが可
能になります。
　また、東日本大震災では、地盤の液状化によって、臨海部や内陸
部の埋め立て地を中心に非常に大きな被害が出ました。地盤の液状
化の可能性について調査することも重要です。住宅やビルなどを建て
るのに先立って地盤を調査し、その土地が液状化しやすいかどうかを
判定します。これも土砂災害と同様に、液状化対策工事に欠かせな
い資料となります。
　最近では行政や企業だけでなく、住宅を建てる個人による地盤調査
へのニーズも出てきています。安全・安心の確保を目的に、見えない
地下の状況を把握する必要性が、これまで以上に高まっているのです。
　地質調査とは、地表地質踏査、物理探査、ボーリング、各種計測
･ 試験など、現地での調査・計測を中心とする「野外での仕事」と、得
られた結果を地質学・地球物理学・土質工学的に解析・判定をする「デ
スクワーク」が一体となった仕事です。技術者の担当する分野は多岐
にわたります。

関連する免許・資格など

■ 地質調査技士　（一社）全国地質調査業協会連合会　TEL 03-3518-8873
■ 地質情報管理士　（一社）全国地質調査業協会連合会　TEL 03-3518-8873

関係団体
（一社）全国地質調査業協会連合会　http://www.zenchiren.or.jp/　TEL 03-3818-7411
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建物の設計から
工事監理までを一手に

38　建築士

　公共施設や住宅、オフィスビル、スタジアムなど、建築物の設計と
工事監理を担うのが建築士です。建築士は国家資格で、医師や弁
護士などと同様の「業務独占資格」の一種です。一定規模の建築物
の設計や工事監理は、建築士の資格者でないと行うことができません。
　設計と工事監理ができる建築物の構造や規模に応じて、「一級建
築士」「二級建築士」「木造建築士」の 3 種類があります。また、一級
建築士取得後に一定の業務経験を積み、所定の講習会を受講して
修了考査に合格すると、「構造設計一級建築士」や「設備設計一級
建築士」になることもできます。
　建築士の仕事は広範囲に及び、企画、設計、施工、維持管理と
いうすべての段階に関わる機会があります。例えば官庁やデベロッパー
に勤務する人は企画や維持管理に、設計事務所に勤務する人は設
計に、ゼネコンやハウスメーカー、工務店に勤務する人は設計または
施工に、それぞれ携わるケースが多くなります。
　手掛ける案件も、建築物単体にとどまりません。建築物周辺の外構、
広場や公園などのランドスケープデザイン、まちづくりや再開発事業な
ど、幅広い分野で活躍することができます。
　建築士の中には、設計事務所やゼネコンなどでの経験を経て、独
立する人も珍しくありません。他の建設系の業種に比べて、女性の活
躍が目立つのも、建築士の特徴の一つと言えます。

関連する免許・資格など

■一･二級建築士
■木造建築士
■構造設計一級建築士
■設備設計一級建築士
　（公財）建築技術教育普及センター　TEL 03-6261-3310

関係団体
（公社）日本建築士会連合会　http://www.kenchikushikai.or.jp/ 　TEL 03-3456-2061

（一社）日本建設業連合会

（一社）全国建設業協会

（一社）全国中小建設業協会

（一社）日本建設業経営協会

（一社）日本道路建設業協会

（一社）日本埋立浚渫協会

全国建設業協同組合連合会

（一社）全国建設産業団体連合会

（一社）日本海上起重技術協会

全国浚渫業協会

全国ポンプ・圧送船協会

日本港湾空港建設協会連合会

（一社）日本型枠工事業協会

（一社）日本造園組合連合会

全国圧接業協同組合連合会

（一社）建設産業専門団体連合会

（一社）日本建設躯体工事業団体連合会

（一社）日本造園建設業協会

（一社）鉄骨建設業協会

（一社）日本鳶工業連合会

（公社）全国鉄筋工事業協会

（一社）日本機械土工協会

（一社）全国基礎工事業団体連合会

（一社）日本基礎建設協会

（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会

（一社）全国クレーン建設業協会

（一社）全国鐵構工業協会

ダイヤモンド工事業協同組合

(一社)日本アンカー協会

（一社）全国防水工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

（一社）全国建設室内工事業協会

（一社）全国タイル業協会

（一社）日本建築板金協会

（一社）日本左官業組合連合会

（一社）全国道路標識・標示業協会

（一社）全日本瓦工事業連盟

（一社）全国中小建築工事業団体連合会

（一社）日本タイル煉瓦工事工業会

（一社）カーテンウォール・防火開口部協会

（一社）日本塗装工業会

全国マスチック事業協同組合連合会

日本外壁仕上業協同組合連合会

（一社）日本ウレタン断熱協会

日本室内装飾事業協同組合連合会

（一社）日本シヤッター･ドア協会

（一社）全国地質調査業協会連合会

（一社）建設コンサルタンツ協会

（一社）全国測量設計業協会連合会

（一社）日本建設機械レンタル協会

（一社）日本計装工業会

消防施設工事協会

（一社）日本電設工業協会

（一社）日本空調衛生工事業協会

全国管工事業協同組合連合会

（一社）プレストレスト・コンクリート建設業協会

（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会

（公社）全国解体工事業団体連合会

全国建設弘済協議会

（職）全国建設産業教育訓練協会

道路建設産業労働組合協議会

全国建設労働組合総連合

中央職業能力開発協会

（独）勤労者退職金共済機構

建設業労働災害防止協会

（公財）建設業福祉共済団

（一財）建設業振興基金

建設産業人材確保・育成推進協議会
協賛団体
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建設工事の種類や建設
現場における様々な職種
の紹介、実際に働いてい
る技術者（監督）や技能
者（職人）たちへのインタ
ビューを掲載しています。
就職に向けた手がかりと
なる情報を発信していま
す。

18歳のハローワーク

  建設産業総合ポータルサイト

「建設現場へGO！」
建設産業総合ポータルサイトとして、建設産業団体や行政機関、建設企業が一体となり、「見る」「知る」「働く」
をキーワードに、建設産業における様々な情報を提供しています。若年者やその保護者、教育関係者などが
建設産業を知る際に役立ちます。ぜひ一度、アクセスしてみてください。

建設業で働くための18歳のハローワーク
http://genba-go.jp/18hellow/

建設現場では、建物が完
成するまでに多くの工程
があり、様々な職種の職
人たちがチームワークで
仕事をしています。建物
ができるまでの流れと、
それぞれの工事の工程で
活躍する職人を紹介して
います。

建設産業で働く女性がカッコイイ
http://genba-go.jp/know/woman/

動画で観る、知る、働く
http://genba-go.jp/movie/
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建設工事の種類や建設
現場における様々な職種
の紹介、実際に働いてい
る技術者（監督）や技能
者（職人）たちへのインタ
ビューを掲載しています。
就職に向けた手がかりと
なる情報を発信していま
す。

18歳のハローワーク

  建設産業総合ポータルサイト

「建設現場へGO！」
建設産業総合ポータルサイトとして、建設産業団体や行政機関、建設企業が一体となり、「見る」「知る」「働く」
をキーワードに、建設産業における様々な情報を提供しています。若年者やその保護者、教育関係者などが
建設産業を知る際に役立ちます。ぜひ一度、アクセスしてみてください。

建設業で働くための18歳のハローワーク
http://genba-go.jp/18hellow/

建設現場では、建物が完
成するまでに多くの工程
があり、様々な職種の職
人たちがチームワークで
仕事をしています。建物
ができるまでの流れと、
それぞれの工事の工程で
活躍する職人を紹介して
います。

建設産業で働く女性がカッコイイ
http://genba-go.jp/know/woman/

動画で観る、知る、働く
http://genba-go.jp/movie/
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鉄筋施工技能士
とび技能士
機械保全技能士
造園技能士
建築大工技能士
建築塗装技能士
防水施工技能士
配管技能士
内装仕上げ技能士
左官技能士
かわらぶき技能士
タイル張り技能士
型枠施工技能士
建築板金技能士
れんが積み技能士単一等級

ガス溶接
玉掛け
小型移動式クレーン運転
酸素欠乏危険作業主任者
特定化学物質等作業主任者
アーク溶接
半自動溶接
小型車輌系建設機械運転
フォークリフト運転
研削砥石特別教育
高所作業車運転
低圧電気取扱業務
締固め用機械
動力巻上機特別教育
振動工具取扱作業者
石綿取扱作業従事者

土木施工管理技術検定（学科）
建築施工管理技術検定（学科）
管工事施工管理技術検定（学科）
電気工事施工管理技術検定（学科）
造園施工管理技術検定（学科)

電気工事士（第一種、第二種）
測量士、測量士補
消防設備士（甲種、乙種）
危険物取扱者（甲種、乙種、丙種）
火薬類取扱保安責任者（甲種、乙種）
手動ガス圧接技量資格

技
能
講
習
・
特
別
教
育
等
関
係

技
術
検
定

そ
の
他
資
格

※技能士については、2級と3級が対象。ただし、　
　れんが積み技能士については、単一等級が対象。
※技術検定については、2級（学科）が対象。
※測量士補については、在学中に登録した場合が対象。

［日建連とは］日本の大手総合建設業者で構成する事業者団体で、建設業界の統一的な産業団体を目指し、建設業に関係する様々な課題に取り組んでいます。

日建連は、建設技能・技術資格を取得し、建設業界を目指す若者を応援します！

〒104-0032 東京都中央区八丁堀2-5-1 東京建設会館8階
（企画調整部）TEL：03-3553-0703　FAX：03-3555-2463
URL：http://www.nikkenren.com/

技
能
士
関
係

助成の対象となる資格助成の対象となる資格

※1（一社）建設産業専門団体連合会
※2（一社）日本建設業連合会

助成の範囲

助成金額

助成金の範囲は、技能・技術資格取得に要した
受験料・受講料とします。

助成金額は、技能・技術資格(複数でも良い）取得
費用の半額とします。ただし、助成金額は、総額
10,000円を限度とします。

高校等在学中に
建設関連資格を取得
高校等在学中に
建設関連資格を取得

建専連の会員企業または、
日建連会員の協力会
加盟企業に入職している

建専連の会員企業または、
日建連会員の協力会
加盟企業に入職している

資格取得費用の半額を
キャッシュバック!
資格取得費用の半額を
キャッシュバック!
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（一社）日本建設業連合会（日建連）では、技能・技術資格を有している建設技能者に資格取得費用の一部を助成する制度を
創設しました。
【制度の概要】
　この制度は、中学校・高等学校・高等専門学校・専修学校・専門学校・大学・短大等の在学中に技能・技術資格を取得し、
かつ、平成21年4月以降に（一社）建設産業専門団体連合会（建専連）の会員企業に入職した者を対象とし、学生時代の建設
スキルアップのサポートをするもので、平成24年4月以降は（一社）日本建設業連合会会員企業協力会の加入企業に入職した者
も対象として拡大しています。
　※職業能力開発大学校、職業能力開発短期大学校は対象。職業訓練校は対象外。
【助成金の申請】
　対象資格に該当し、助成を希望する者は、建設スキルアップサポート制度助成申請書および証明書（申請書）によって下記
の建専連会員団体・地区建専連に申請します。
【助成金の交付】
　助成金の交付は、申請書の審査を経て建専連が申請者へ振込みにより交付します。
【問い合わせ】
　助成金に関するお問い合わせは、地区建専連、建専連会員団体、本部までお願いします。

【建専連とは】専門工事業、設備工事業および建設関連業団体で構成する一般社団法人で、個々の業界団体を超えた横断的共通の課題の
　　　　　　解決に向けた活動を展開しています。

一般社団法人　建設産業専門団体連合会（本部）
【本制度の問い合わせ先】

〒105-0001 東京都港区虎ノ門4-2-12
　　　　　　　（虎ノ門4丁目MTビル2号館3階）
TEL：03-5425-6805　FAX：03-5425-6806
URL：http://www.kensenren.or.jp

建設スキルアップサポート制度のご案内

（一社）カーテンウォール・防火開口部協会
消防施設工事協会
全国圧接業協同組合連合会
全国管工事業協同組合連合会

（一社）全国基礎工事業団体連合会
（一社）全国クレーン建設業協会
（一社）全国建設室内工事業協会
（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会
（一社）全国タイル業協会
（公社）全国鉄筋工事業協会
（一社）全国鐵構工業協会
（一社）全国道路標識・標示業協会
（一社）全国防水工事業協会
全国マスチック事業協同組合連合会
ダイヤモンド工事業協同組合

（一社）鉄骨建設業協会
（一社）日本アンカー協会

（一社）日本ウレタン断熱協会
日本外壁仕上業協同組合連合会

（一社）日本機械土工協会
（一社）日本基礎建設協会
日本金属工事業協同組合
日本建設インテリア事業協同組合連合会

（一社）日本建設軀体工事業団体連合会
（一社）日本型枠工事業協会
（一社）日本建築板金協会
（一社）日本左官業組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

（一社）日本シャッター・ドア協会
（一社）日本造園組合連合会
（一社）日本造園建設業協会
（一社）日本タイル煉瓦工事工業会
（一社）日本塗装工業会
（一社）日本鳶工業連合会
（一社）プレストレスト･コンクリート工事業協会

ウ レ 断 協
N G S
日 機 協
基 礎 協
日 金 協
ジェイ シ フ
日 本 軀 体
日 本 型 枠
日 板 協
日 左 連
日 装 連
J S D A
造 園 連
日 造 協
日 夕 煉
日 塗 装
日 鳶 連
Ｐ Ｃ 工 協

団　体　名

〒062-0020 札幌市豊平区月寒中央通3丁目1-10 稲田ビル3階
北海道建設作工技建（協）内
〒980-0011 仙台市青葉区上杉1-7-30 エグゼクティブ上杉2階

（一社）宮城県建設専門工事業団体連合会内
〒110-0015 台東区東上野5-1-8 上野富士ビル9階

（一社）日本機械土工協会内
〒950-2027 新潟市西区小新大通1-5-3

（一社）新潟県建設専門工事業団体連合会内
〒460-0022　名古屋市中区金山1-14-9 長谷川ビル9階
愛知県鉄構工業協同組合内
〒540-0034 大阪市中央区島町2-1-5

（一社）大阪府建団連内
〒730-0847 広島市中区舟入南4-14-15 中東ビル2階 
福井建設（株）内
〒761-0705 香川県木田郡三木町井上3000-45
香川県鉄筋業（協）内
〒813-0034福岡市東区多の津4-5-13 杉山ビル6階

（一社）福岡県建設専門工事業団体連合会内
〒900-0012　那覇市泊3-5-6

（株）沖縄建設新聞内

北海道

東 北

関 東

北 陸

中 部

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

地　区 所　在　地
TEL  011-803-0559
FAX  011-803-0559
TEL  022-265-0887
FAX  022-265-0840
TEL  03-3845-2727
FAX  03-3845-6556
TEL  025-267-6020
FAX  025-267-6019
TEL  052-331-4808
FAX  052-332-1693
TEL  06-6946-2131
FAX  06-6946-2133
TEL  082-235-1877
FAX  082-235-1878
TEL  087-898-3055
FAX  087-898-3400
TEL  092-624-7599
FAX  092-624-7598
TEL  098-867-1290
FAX  098-867-1295

略　称団　体　名略　称
カ ・ 防 協
消 施 工 協
全 圧 連
全 管 連
全 基 連
全 ク 協
全 室 協
全 圧 連
全 夕 協
全 鉄 筋
全 構 協
全 標 協
全 防 協
マスチック協連
D C A
鉄 建 協
アンカー協会

※詳しくは建専連ホームページをご覧下さい。

地 区 建 専 連 一 覧

建 専 連 会 員 団 体

（2017.2）

電話・FAX番号

鉄筋施工技能士
とび技能士
機械保全技能士
造園技能士
建築大工技能士
建築塗装技能士
防水施工技能士
配管技能士
内装仕上げ技能士
左官技能士
かわらぶき技能士
タイル張り技能士
型枠施工技能士
建築板金技能士
れんが積み技能士単一等級

ガス溶接
玉掛け
小型移動式クレーン運転
酸素欠乏危険作業主任者
特定化学物質等作業主任者
アーク溶接
半自動溶接
小型車輌系建設機械運転
フォークリフト運転
研削砥石特別教育
高所作業車運転
低圧電気取扱業務
締固め用機械
動力巻上機特別教育
振動工具取扱作業者
石綿取扱作業従事者

土木施工管理技術検定（学科）
建築施工管理技術検定（学科）
管工事施工管理技術検定（学科）
電気工事施工管理技術検定（学科）
造園施工管理技術検定（学科)

電気工事士（第一種、第二種）
測量士、測量士補
消防設備士（甲種、乙種）
危険物取扱者（甲種、乙種、丙種）
火薬類取扱保安責任者（甲種、乙種）
手動ガス圧接技量資格

技
能
講
習
・
特
別
教
育
等
関
係

技
術
検
定

そ
の
他
資
格

※技能士については、2級と3級が対象。ただし、　
　れんが積み技能士については、単一等級が対象。
※技術検定については、2級（学科）が対象。
※測量士補については、在学中に登録した場合が対象。

［日建連とは］日本の大手総合建設業者で構成する事業者団体で、建設業界の統一的な産業団体を目指し、建設業に関係する様々な課題に取り組んでいます。

日建連は、建設技能・技術資格を取得し、建設業界を目指す若者を応援します！

〒104-0032 東京都中央区八丁堀2-5-1 東京建設会館8階
（企画調整部）TEL：03-3553-0703　FAX：03-3555-2463
URL：http://www.nikkenren.com/

技
能
士
関
係

助成の対象となる資格助成の対象となる資格

※1（一社）建設産業専門団体連合会
※2（一社）日本建設業連合会

助成の範囲

助成金額

助成金の範囲は、技能・技術資格取得に要した
受験料・受講料とします。

助成金額は、技能・技術資格(複数でも良い）取得
費用の半額とします。ただし、助成金額は、総額
10,000円を限度とします。

高校等在学中に
建設関連資格を取得
高校等在学中に
建設関連資格を取得

建専連の会員企業または、
日建連会員の協力会
加盟企業に入職している

建専連の会員企業または、
日建連会員の協力会
加盟企業に入職している

資格取得費用の半額を
キャッシュバック!
資格取得費用の半額を
キャッシュバック!
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制度の特長 国の制度なので安全確実かつ安心

契約できる事業主、加入できる労働者

＜加入できる事業主＞ ＜対象となる労働者＞

建退共とは…

建設現場で働く方々のために「中小企業退職金共済法」という
法律により国が作った退職金制度です。

建設業の事業主と勤労者退職金共済機構が
退職金共済契約を結び、共済契約者となります。

その労働者が建設業界で働くことをやめたときに
当機構が直接労働者に退職金を支払います。

建設現場で働く労働者を被共済者として
その労働者に当機構が交付する共済手帳に
労働者が働いた日数に応じて共済証紙を貼ります。

退職金は国で定められた基準に
より計算して確実に支払われます。

退職金は、A企業からB企業にかわっても、
それぞれの期間を全部通算して計算されます。

建設業を営む方なら
誰でも加入できます

建設現場で働く
ほとんどの人が加入できます

総合・専門・元請・下請の別を問わず、専業でも兼業
でも、また、許可（大臣・知事）を受けているといない
とにかかわらず、加入できます。

職 種（大工・左官・とび・土工・
電工・配管工・塗装工...など）

国の制度なら
安心だね!!

毎日の労働が
退職後の喜びに
つながります。

1年（12月） 
2年（24月） 
5年（60月） 
10年（120月）
15年（180月） 
20年（240月）
25年（300月）
30年（360月） 
35年（420月） 
40年（480月） 

  

※各都道府県建設業協会内にある建退共支部にお問い合わせ下さい。
（ホームページに建退共支部の所在地や連絡先が記載されています。）

企画調整課 制度全般     　 　　03（6731）2831-2　　 03（6731）2895
業　務　課　 契約関係      　　03（6731）2849
  更新関係      　　03（6731）2850　　   
  退職金関係　     　　03（6731）2846-7 
  移動通算関係　      　　03（6731）2851 
事業推進課 ホームページ・広報関係　    　　03（6731）2866-7　　 03（6731）2895
経　理　課　 共済証紙関係　     　　03（6731）2871-2　　 03（6731）2874

 
 

 
 

 
 

本　　　部　〒170-8055　東京都豊島区東池袋1-24-1　ニッセイ池袋ビル20F　 TEL FAX

掛金について

共済手帳について

退職金早見表（平成29年3月現在）

掛金は全額事業主負担、1人あたり1日　　　　　　です。　　　　

共済手帳は、労働者
1人1冊ずつ交付、
日本全国どこでも
通用します。

1冊目に交付される掛金助成手帳 2冊目以降に交付される共済手帳

お問い合わせ先

退職金は
長く働く
ほど有利
となります

独立行政法人 勤労者退職金共済機構  建設業退職金共済事業 

建退共のホームページを
ぜひ、ご覧下さい。 建退共 で検索

03（6731）2895

（赤）

1日券

10日券 （青）

1日券

10日券

中小企業用共済証紙 大手企業用共済証紙

18月 23月12月

約

万円
7

約

万円
4

約

万円
2

約

万円
41

約

万円
94

約

万円
157

約

万円
225

約

万円
302

約

万円
489

約

万円
603

約

万円
390

退職金額（単位:円）掛金納付年数（月数）

23,436
156,240
410,781
945,903

1,572,816
2,256,366
3,029,754
3,902,745
4,898,775
6,036,723
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制度の特長 国の制度なので安全確実かつ安心

契約できる事業主、加入できる労働者

＜加入できる事業主＞ ＜対象となる労働者＞

建退共とは…

建設現場で働く方々のために「中小企業退職金共済法」という
法律により国が作った退職金制度です。

建設業の事業主と勤労者退職金共済機構が
退職金共済契約を結び、共済契約者となります。

その労働者が建設業界で働くことをやめたときに
当機構が直接労働者に退職金を支払います。

建設現場で働く労働者を被共済者として
その労働者に当機構が交付する共済手帳に
労働者が働いた日数に応じて共済証紙を貼ります。

退職金は国で定められた基準に
より計算して確実に支払われます。

退職金は、A企業からB企業にかわっても、
それぞれの期間を全部通算して計算されます。

建設業を営む方なら
誰でも加入できます

建設現場で働く
ほとんどの人が加入できます

総合・専門・元請・下請の別を問わず、専業でも兼業
でも、また、許可（大臣・知事）を受けているといない
とにかかわらず、加入できます。

職 種（大工・左官・とび・土工・
電工・配管工・塗装工...など）

国の制度なら
安心だね!!

毎日の労働が
退職後の喜びに
つながります。

1年（12月） 
2年（24月） 
5年（60月） 
10年（120月）
15年（180月） 
20年（240月）
25年（300月）
30年（360月） 
35年（420月） 
40年（480月） 

  

※各都道府県建設業協会内にある建退共支部にお問い合わせ下さい。
（ホームページに建退共支部の所在地や連絡先が記載されています。）

企画調整課 制度全般     　 　　03（6731）2831-2　　 03（6731）2895
業　務　課　 契約関係      　　03（6731）2849
  更新関係      　　03（6731）2850　　   
  退職金関係　     　　03（6731）2846-7 
  移動通算関係　      　　03（6731）2851 
事業推進課 ホームページ・広報関係　    　　03（6731）2866-7　　 03（6731）2895
経　理　課　 共済証紙関係　     　　03（6731）2871-2　　 03（6731）2874
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1人1冊ずつ交付、
日本全国どこでも
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1冊目に交付される掛金助成手帳 2冊目以降に交付される共済手帳

お問い合わせ先

退職金は
長く働く
ほど有利
となります

独立行政法人 勤労者退職金共済機構  建設業退職金共済事業 

建退共のホームページを
ぜひ、ご覧下さい。 建退共 で検索
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